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表紙

① 事業報告の「業務の適正を確保する
ための体制等の整備に関する事項」

② 連結計算書類の「連結株主資本等変
動計算書」「連結注記表」

③ 計算書類の「株主資本等変動計算
書」「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

第23期定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

（2022年11月１日から2023年10月31日まで）

株式会社シャノン
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業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
　当社は、取締役会において定めた「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、内部統制シ
ステム及びリスク管理体制の整備を行っております。
(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンスを法令、定款、社内規程及び社会規範等を含めた「企業倫理の遵守」と
定義し、取締役及び使用人が日常活動における判断・行動に際し遵守すべき基準として、
シャノンMVV（Mission、Vision、Value）を掲げるとともに、「シャノン企業行動規
範」を制定し、周知・徹底を図る。

② コンプライアンスを推進する体制としてコンプライアンス委員会を設置し、審議・活動の
内容を定期的に取締役会に報告する。

③ 取締役会は、「取締役会規則」、「職務権限規程」等の職務の執行に関する社内規程を整
備し、取締役及び使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。

④ 内部監査チームを組成し、各部門の業務執行及びコンプライアンスの状況等について定期
的に監査を実施し、その評価を代表取締役社長及び監査役に報告する。

⑤ 法令違反その他法令上疑義のある行為等については、社内報告体制として内部通報制度を
整備し、その運用に当たってはコンプライアンス委員会が適切に対応する。
＜運用状況の概要＞
Ⅰ. 「シャノン企業行動規範」及び「取締役会規則」、「職務権限規程」等を制定し、すべ

ての取締役、使用人が法令、定款、社内規程及び社会規範等に違反する行為を未然に防
止している。

Ⅱ. 内部通報制度を整備し、すべての取締役、使用人の職務執行における法令違反について
早期発見と是正を図っている。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、文書また

は電磁的媒体に記録し、法令及び「文書管理規程」、「稟議規程」等に基づき、適切に保
存及び管理する。

② 取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。
③ 内部監査チームは、文書保存の管理責任者と連携のうえ、文書等の保存及び管理状況を監

査する。

－ 1 －



2023/12/25 17:56:18 / 23031644_株式会社シャノン_招集通知

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

＜運用状況の概要＞
　取締役の職務執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報（文書または電磁的媒
体）は、「文書管理規程」、「稟議規程」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を行
っている。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理を体系的に規定する「リスク管理規程」を定め、リスク管理を推進する体制と

して代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、リスク管理体制整備の進
捗状況や有効性について検討し、その結果を取締役会に報告する。

② 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長またはその指名を受けた者の指揮下の対
策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等の外部専門家とともに迅速かつ的確な対応を
行い、損害の拡大を防止する体制を整える。

③ 内部監査チーム及び各リスクの担当者（担当部署、組織）は、各部門のリスク管理状況を
監査し、その結果を代表取締役社長に報告するものとし、取締役会において定期的にリス
ク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。
＜運用状況の概要＞
　「リスク管理規程」に従って、当社に関わるリスクの認識、分析を行い適切な対応を行っ
ている。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 中期経営計画等の全社的な目標を定めることにより、各部門が事業年度ごとに実施すべき

具体的な施策を効率的に策定できる体制を構築する。
② 経営の組織的・効率的推進を目的として業務執行に関する権限と責任を明確に定めた「職

務権限規程」に則り、職務の適切かつ効率的な執行を実現するとともに、重要事項につい
ては取締役会を経て意思決定を行うことで、職務の適正性を確保する。
＜運用状況の概要＞
　原則として月に一回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催
し、法令や定款に定める事項、業務執行に関する決議を行っている。また、職務執行に関す
る権限と責任を明確に定めた「職務権限規程」により、各組織の職務分掌と各組織の責任と
権限を明確化し、組織的かつ効率的な運営を図っている。
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業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

(5) 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社では、グループ会社について、グループ会社を主管する部門が、「関係会社管理規
程」に基づきグループ会社の経営を管理するとともに、状況に応じ取締役及び監査役を派
遣して経営を把握し、業務の適正化を推進するものとする。

② 当社では、「関係会社管理規程」において、グループ会社との協議事項等を定め、適宜、
グループ会社からの報告を受けるものとする。

③ 当社では、グループ会社に対し倫理・法令遵守、損失の危険の管理、財務報告の適正性の
確保、効率的職務執行体制等の主要な内部統制項目について、グループ会社の事業内容、
規模、議決権比率その他の状況に応じ、各体制、規程等の整備について助言・指導を行う
ほか、グループ会社への教育・研修の実施などによりグループとしての内部統制システム
の整備を図るものとする。

④ グループ会社の監査役と当社の監査役会との定期的な情報交換、施策の連動等を行い、グ
ループとしての内部統制システムの整備を図るものとする。
＜運用状況の概要＞
Ⅰ. グループ経営における業務の適正かつ効率的運営を確保するため、「関係会社管理規
程」を定めているほか、子会社の経営意思決定に係る重要事項については、稟議手続を
通じて当社に報告され、当社の取締役会において審議し決裁がなされている。

Ⅱ. グループとしての総合的な発展を図るため、子会社の経営基本事項に関する助言及び指
導等を行っている。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役社長は監査役

と協議のうえ、監査役を補助すべき使用人を指名する。指名を受けた使用人は監査役の指
示に関して、取締役、部門長等の指揮命令を受けないものとする。

② 監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、その使用人の人事異動、人事評価に関し
ては、監査役の意見を尊重する。

③ 監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人が監査役の指揮命令に従う旨
を取締役及び使用人に周知させ、会議等への出席により、監査役監査に必要な調査を行う
権限を付与する。
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業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

④ 監査役の職務を補助すべき使用人を務めたことをもって不利な取り扱いをしないことを会
社は保証し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底する。
＜運用状況の概要＞
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役を補助すべき使
用人を指名し、その使用人の人事異動、人事評価に関しては、監査役の意見を尊重すること
としている。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制並
びに監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けない
ことを確保するための体制
① 取締役及び使用人は、監査役に対して法定の事項に加え、業務または業績に重大な影響を

与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容を報告する
体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力する。

② 取締役及び使用人は、会社に重大な影響を及ぼす事項が発生し、あるいは発生するおそれ
がある時、または取締役及び使用人による違法・不正な行為を発見した時は、すみやかに
監査役に報告するものとする。

③ 監査役への報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行う
ことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底し、これを「内部通報処理細則」に
定めるものとする。
＜運用状況の概要＞
Ⅰ. 当社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見した場合は直ちに監査役に報告することを義務付けている。
Ⅱ. 監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。
Ⅲ. 監査役に報告をした者に対して、報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うこ

とを禁止している。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役の過半は社外監査役とし、監査役職務の独立性及び透明性を確保する。
② 代表取締役社長は、監査役との意思疎通を図るために、監査役との定期的な意見交換を行

う。
③ 会社は、監査役、会計監査人及び内部監査チームが、相互に緊密な連携及び情報交換を円

滑に行える環境整備に努める。

－ 4 －



2023/12/25 17:56:18 / 23031644_株式会社シャノン_招集通知

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

④ 会社は、監査役監査の実施に当たり監査役が必要と認める時は、監査役の判断で弁護士、
公認会計士その他外部アドバイザーを活用できる体制を整え、監査役監査の実効性確保に
努める。

⑤ 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をした時は、当
該費用が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、会社がこれを負
担する。
＜運用状況の概要＞
Ⅰ. 代表取締役社長と監査役会は定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監査役監査

の環境の整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行っている。
Ⅱ. 当社は、監査役会が、独自に弁護士等の外部アドバイザーを活用できる機会を保証して

いる。

(9) 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
① 「シャノン企業行動規範」に、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し

ては、毅然とした態度で対処し、一切の関係を遮断することを定め、反社会的勢力に対し
ては毅然とした態度で臨むこととしている。「シャノン企業行動規範」、「反社会的勢力
対応規程」及び「反社会的勢力対応マニュアル」を社内に公開するとともに、社内研修等
を通して周知徹底に努める。

② 人事総務グループを反社会的勢力の対応部門とし、事案により所轄警察署や弁護士等の外
部専門機関との連携を図るものとする。

③ 「反社会的勢力対応規程」及び「反社会的勢力対応マニュアル」を制定し、人事総務グル
ープを主管部門とした体制を整備するとともに、「与信・反社チェックマニュアル」に
「反社（反社会的勢力）チェック」の章を設け、チェックマニュアルを運用し、反社会的
勢力との関わりを未然に防止する。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（2022年11月 1 日から
2023年10月31日まで）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 449,046 94,120 △265,689 △485 276,991
当期変動額

新株の発行 99,229 99,229 198,459
親会社株主に帰属する
当期純損失 △445,667 △445,667
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 99,229 99,229 △445,667 － △247,208
当期末残高 548,276 193,349 △711,357 △485 29,783

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算調整
勘定

その他の包括
利益累計額
合計

当期首残高 157 7,960 8,117 300 － 285,409
当期変動額

新株の発行 198,459
親会社株主に帰属する
当期純損失 △445,667
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 233 427 661 671 － 1,332

当期変動額合計 233 427 661 671 － △245,875
当期末残高 390 8,388 8,778 971 － 39,534

（単位：千円）
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連結注記表

連 結 注 記 表

建物 ８～15年
工具、器具及び備品 ４～15年

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 3社
・連結子会社の名称 想能信息科技（上海）有限公司
　　　　　　　　　　株式会社ジクウ
　　　　　　　　　　後藤ブランド株式会社

（2）持分法の適用に関する事項
　該当する会社はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、想能信息科技（上海）有限公司（12月31日）と後藤ブランド株
式会社（8月31日）を除き、連結決算日と一致しております。
　なお、想能信息科技（上海）有限公司と後藤ブランド株式会社については、連結決算日現
在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

（4）会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法

イ）仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によ
り算定）によっております。

ロ）その他有価証券　　　時価法

②　減価償却資産の減価償却の方法
イ）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設
備を除く）及び2016年４月１日以降取得の建物附属設備は定額法を採用しておりま
す。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

－ 7 －
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ロ）無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア（自社利用分）　３～５年（社内における利用可能期間）
のれん　　　　　　　　　　　5～10年
商標権　　　　　　　　　　　10年

③　繰延資産の処理方法
　社債発行費
　償還期間（３～５年）で定額法により償却する方法を採用しております。

④　引当金の計上基準
イ）　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ）　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度に負担すべき将来の支
給見込額を計上しております。

⑤　収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務 
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと 
おりであります。

イ）サブスクリプション事業
主にBtoB（Business to Businessの略。企業を相手とした事業のことを意味しま

す。）企業に対して、『SHANON MARKETING PLATFORM』のクラウドでの提供を
軸に顧客企業のマーケティング業務の効率化・自動化等の支援、同サービス利用顧客企
業のマーケティング戦略の立案・支援、メール・Webサイト等のマーケティングコン
テンツの作成、効果分析、運用代行等のコンサルティングサービスを提供しており、プ
ロフェッショナル売上とサブスクリプション売上から構成されています。

プロフェッショナル売上では、『SHANON MARKETING PLATFORM』の導入サー
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ビスやそれを含むマーケティングに関するコンサルティングサービス等を提供してお
り、顧客企業が要望する仕様等に合わせた導入作業やコンサルティング業務の成果物を
顧客に納品する義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点は、通常、顧客へ
の納品後に顧客が要求する仕様どおりに導入されていることや成果物を納品したことを
顧客が検収確認した時点であることから、当該検収時点で収益を認識しております。

サブスクリプション売上では、契約者等に『SHANON MARKETING PLATFORM』
及びサーバアプリケーションの利用権を提供する義務を負っております。当該利用権の
提供に関しましては、顧客企業は契約期間にわたって便益を享受するため、時の経過に
応じて履行義務が充足されたと判断し、収益を認識しております。

ロ）イベントクラウド事業
多くの出展企業を集めた大規模なイベントや展示会、企業によるプライベートショー

において、『SHANON MARKETING PLATFORM』を使った申込受付管理やバーコー
ド・QRコード来場者認証、アフターフォローのメール運用等をワンストップで効率的
に実現するクラウドサービスの提供に加えて、iPadでのアンケート、イベント用モバイ
ルアプリ等、各種デジタルデバイスを活用したイベント・展示会等の開催・運営支援を
行っております。当該サービスは顧客企業の要望に応じた仕様で申込受付フォーム等を
構築し、それを用いて開催されるイベント会期において、申込受付や当日の来場認証等
が、顧客の要望する仕様どおりに機能する義務を負っており、これらの履行義務を充足
する時点は、イベント会期が終了し顧客が検収した時点であることから、当該検収時点
で収益を認識しております。

ハ）メタバース事業
展示会、大規模イベント、プライベートショー、商談会、就活イベント、学会、IR関

連イベント等を、メタバース空間上で簡単に開催することができるメタバースイベント
プラットフォーム『ZIKU』にアクセスする権利を提供する義務を負っております。当
該権利の提供に関しましては、顧客企業が契約期間にわたって便益を享受するため、時
の経過に応じて履行義務が充足されたと判断し、収益を認識しております。

ニ）広告事業
デジタル領域における広告サービスを提供しており、顧客企業の予算に応じて、認知

施策からリード獲得施策まで網羅的に対応できる各種機能（オーディエンスターゲティ
ング、リターゲティング、Cookie／Cookieレスダイナミックリターゲティング等）を
有する『SHANON Ad Cloud』や、広告運用、クリエイティブ作成、広告効果最適化
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のためのコンサルティング等を総合的に提供しております。顧客企業の月次の予算に応
じて実際にデジタル広告の運用を行う義務を負っており、この履行義務を充足する時点
は、当月内において実際に運用した時点であると判断し収益を認識しております。

⑥　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は
純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

2. 会計上の見積りに関する注記
（1）固定資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
ソフトウエア　　　  361,997千円
ソフトウエア仮勘定　 30,476千円
減損損失　　　　　  141,155千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、原則として、事業用資産については、継続的に損益を把握している事
業部門を区分の基礎としてグルーピングを行っており、遊休資産については、個別にグ
ルーピングを行っております。
減損の兆候判定については、個別にグルーピングをした資産又は資産グループの営業損
益が継続してマイナスとなった場合及び、継続してマイナスとなる見込みとなる場合や
固定資産の時価が著しく下落した場合等に減損の兆候があるものとしております。
固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グ
ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。その際の回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定しております。
減損の兆候、認識の判定及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や
市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、追加
の減損処理が必要となる可能性があります。
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（2）繰延税金資産の回収可能性
①　(当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　25,000千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の見積額及び将来加算
一時差異に基づいて、一時差異等のスケジューリングの結果、将来の税金負担額を軽減
する効果を有する範囲内で繰延税金資産を計上しています。
　繰延税金資産の回収可能性は収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の見積額に
依存するため、その基礎となる事業計画における新規顧客の獲得見込みや既存顧客の解
約率等に基づく売上予測やそれに対応する売上原価、販売費及び一般管理費などの主要
な仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において繰延税金資産及び
法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（3）ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の資産計上額の妥当性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

ソフトウエア　　　　361,997千円
ソフトウエア仮勘定　  30,476千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　ソフトウエアの開発にあたっては、当該ソフトウエアの開発にかかる原価をそれによ
り獲得が期待される将来収益が上回るかどうか慎重に判断して行っております。
　具体的には、開発コードを発番する際に当該ソフトウエアにより獲得が期待される将
来収益が開発にかかると想定される原価を上回るかどうかを判断し、上回るとされた開
発プロジェクトについて、その後の発生原価をソフトウエア仮勘定に計上しておりま
す。また、開発が完了した際に再度その時点で当該ソフトウエアから獲得が期待される
将来収益が実際に開発に要した原価を上回るかどうかを判断し、上回ると判断されたも
のをソフトウエア勘定に振り替えております。なお、開発の過程で当初想定していた期
待収益や開発に要する原価の想定に大きな変更がある場合には、その時点で再度判断を
しております。
　上記の将来収益の見積りに変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類におい
てソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。
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株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
普通株式 2,934,400 239,500 － 3,173,900
合計 2,934,400 239,500 － 3,173,900

自己株式
普通株式 254 － － 254
合計 254 － － 254

第　14　回
新株予約権

第　15　回
新株予約権

第　16　回
新株予約権

第　21　回
新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 4,100株 15,000株 6,800株 120,000株
新株予約権の残高 41個 150個 68個 600個

3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　(注)発行済株式の総数の増加は、新株予約権の行使による新株発行によるものであります。

（2）剰余金の配当に関する事項
　該当事項はありません。

（3）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数
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4. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、安全性の高い預金等の金融資産で運用を行って
おります。また、資金調達については、事業に必要な運転資金及び設備資金を銀行借入や
新株予約権の行使による株式の発行により調達しております。デリバティブ取引は行わな
い方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　敷金は、主に事業所等の建物の賃借に伴うものであり、貸主の信用リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、全て１年以内の支払期日でありま
す。借入金及び社債は、主に長期運転資金、設備投資に必要な資金の調達を目的としたも
のであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、当社グループ
の与信管理規程に従い、定期的に取引先の信用状況を把握し、財務状況の悪化等による
回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産
の貸借対照表価額により表されています。
　また、敷金については、貸主の信用状況を定期的に把握し、賃貸借期間を適切に設定
することによりリスク低減を図っております。

ロ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持等
により流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 受取手形、売掛金及び契約資産 491,197 491,197 －

(2) 敷金 67,012 67,012 －

(3) 投資有価証券 810 810 －

資産計 559,020 559,020 －

(1) 支払手形及び買掛金 119,047 119,047 －

(2) 未払金 111,688 111,688 －

(3) 長期借入金（※1） 399,210 419,284 20,074

(4) 社債（※2） 734,460 734,380 △79

負債計 1,364,406 1,384,400 19,995

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　2023年10月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（※１）長期借入金については１年内返済予定分を含めております。
（※２）社債については１年内償還予定分を含めております。

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成
される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
株式 810 － － 810

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形、売掛金
及び契約資産 491,197 － － 491,197
敷金 67,012 67,012
支払手形及び買掛
金 119,047 － － 119,047
未払金 111,688 111,688
長期借入金 － 419,284 － 419,284
社債 － 734,380 － 734,380

（1）１株当たり純資産額 12円15銭
（2）１株当たり当期純損失金額 △145円68銭

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金及び社債
　長期借入金及び社債の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利
率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

5．１株当たり情報に関する注記
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財又はサービスの種類
当連結会計年度

(自　2022年11月１日
至　2023年10月31日)

サブスクリプション事業 2,163,670
イベントクラウド事業 492,773
メタバース事業 35,450
広告事業 242,408
外部顧客への売上高 2,934,302

当連結会計年度
顧客との契約から生じる債権（期首残高） 357,420
顧客との契約から生じる債権（期末残高） 491,197
契約負債（期首残高） 416,975
契約負債（期末残高） 452,164

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、 １株
当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

6. 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作
成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(４)会計方針に関する事項　⑤収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金
額に重要性はありません。なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務か
ら、当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はありません。
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②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありませ
ん。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額は
ありません。なお、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適
用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりませ
ん。
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株主資本等変動計算書

（2022年11月 1 日から
2023年10月31日まで）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金
当期首残高 449,046 94,120 94,120 △ 150,863 △ 150,863
当期変動額

新株の発行 99,229 99,229 99,229
当期純損失 △460,446 △460,446
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

当期変動額合計 99,229 99,229 99,229 △460,446 △460,446
当期末残高 548,276 193,349 193,349 △611,309 △611,309

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証

券評価差額金
評価・換算差
額等合計

当期首残高 △485 391,817 157 157 300 392,274
当期変動額

新株の発行 198,459 198,459
当期純損失 △460,446 △460,446
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

233 233 671 904

当期変動額合計 － △261,986 233 233 671 △261,082
当期末残高 △485 129,830 390 390 971 131,192

（単位：千円）

－ 18 －
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個 別 注 記 表

建物 ８～15年
工具、器具及び備品 ４～15年

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
イ）関係会社出資金

移動平均法による原価法

ロ）投資有価証券
時価法

②　仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によ
り算定）

（2）減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア（自社利用分）　３～５年（社内における利用可能期間）
商標権　10年
のれん　5年

（3）繰延資産の処理方法
社債発行費
　償還期間（3～５年）で定額法により償却する方法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度に負担すべき将来の支給
見込額を計上しております。

（５）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。

イ）サブスクリプション事業
主にBtoB（Business to Businessの略。企業を相手とした事業のことを意味し

ます。）企業に対して、『SHANON MARKETING PLATFORM』のクラウドでの
提供を軸に顧客企業のマーケティング業務の効率化・自動化等の支援、同サービス
利用顧客企業のマーケティング戦略の立案・支援、メール・Webサイト等のマー
ケティングコンテンツの作成、効果分析、運用代行等のコンサルティングサービス
を提供しており、プロフェッショナル売上とサブスクリプション売上から構成され
ています。

プロフェッショナル売上では、『SHANON MARKETING PLATFORM』の導入
サービスやそれを含むマーケティングに関するコンサルティングサービス等を提供
しており、顧客企業が要望する仕様等に合わせた導入作業やコンサルティング業務
の成果物を顧客に納品する義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点
は、通常、顧客への納品後に顧客が要求する仕様どおりに導入されていることや成
果物を納品したことを顧客が検収確認した時点であることから、当該検収時点で収
益を認識しております。

サ ブ ス ク リ プ シ ョ ン 売 上 で は 、 契 約 者 等 に 『SHANON MARKETING 
PLATFORM』及びサーバアプリケーションの利用権を提供する義務を負っており
ます。当該利用権の提供に関しましては、顧客企業は契約期間にわたって便益を享
受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたと判断し、収益を認識してお
ります。
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ロ）イベントクラウド事業
多くの出展企業を集めた大規模なイベントや展示会、企業によるプライベートシ

ョーにおいて、『SHANON MARKETING PLATFORM』を使った申込受付管理や
バーコード・QRコード来場者認証、アフターフォローのメール運用等をワンスト
ップで効率的に実現するクラウドサービスの提供に加えて、iPadでのアンケート、
イベント用モバイルアプリ等、各種デジタルデバイスを活用したイベント・展示会
等の開催・運営支援を行っております。当該サービスは顧客企業の要望に応じた仕
様で申込受付フォーム等を構築し、それを用いて開催されるイベント会期におい
て、申込受付や当日の来場認証等が、顧客の要望する仕様どおりに機能する義務を
負っており、これらの履行義務を充足する時点は、イベント会期が終了し顧客が検
収した時点であることから、当該検収時点で収益を認識しております。

ハ）メタバース事業
展示会、大規模イベント、プライベートショー、商談会、就活イベント、学会、

IR関連イベント等を、メタバース空間上で簡単に開催することができるメタバース
イベントプラットフォーム『ZIKU』にアクセスする権利を提供する義務を負って
おります。当該権利の提供に関しましては、顧客企業が契約期間にわたって便益を
享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたと判断し、収益を認識して
おります。

ニ）広告事業
デジタル領域における広告サービスを提供しており、顧客企業の予算に応じて、

認知施策からリード獲得施策まで網羅的に対応できる各種機能（オーディエンスタ
ーゲティング、リターゲティング、Cookie／Cookieレスダイナミックリターゲテ
ィング等）を有する『SHANON Ad Cloud』や、広告運用、クリエイティブ作
成、広告効果最適化のためのコンサルティング等を総合的に提供しております。顧
客企業の月次の予算に応じて実際にデジタル広告の運用を行う義務を負っており、
この履行義務を充足する時点は、当月内において実際に運用した時点であると判断
し収益を認識しております。

（６）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建の金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益と
して処理しております。
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2. 会計上の見積りに関する注記
（1）金銭債権及び債務保証損失の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
当社は、当初の子会社である株式会社ジクウ（以下、「ジクウ」という。）に対して、以
下のとおり、貸付金および金銭債権を保有するとともに、ジクウの金融機関からの借入に
対して債務保証を行っております。
関係会社貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 115,000千円
金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 170,874千円
金融機関からの借入に対する債務保証　　　　　　　　   79,696千円
関係会社貸付金及び金銭債権に対する貸倒引当金　　　 238,868千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当該金銭債権は貸倒懸念債権に分類し、キャッシュ・フロー見積法により回収不能見込額
を貸倒引当金として計上しております。
　また、債務保証による損失に備えるため、被保証先の財政状態を勘案し、損失の発生可
能性が高い場合、損失見積額を債務保証損失引当金として計上することとなります。
回収不能見込額及び債務保証による履行の可能性の見積りは、ジクウの事業計画に基づい
た実現可能性の高い収益見積額とそれに必要な支出見積額、及び資金繰りの見通しなどを
考慮して見積もっています。なお、回収不能見込額はジクウの資金繰りの動向など当初の
見積りに用いた仮定が変化した場合に増減する可能性があること、及び、債務保証の履行
の可能性の見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

（2）固定資産の回収可能性
①事業年度の計算書類に計上した金額

ソフトウエア　　　　339,652千円
ソフトウエア仮勘定　  37,798千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、原則として、事業用資産については、継続的に損益を把握している事
業部門を区分の基礎としてグルーピングを行っており、遊休資産については、個別にグ
ルーピングを行っております。

－ 22 －
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減損の兆候判定については、個別にグルーピングをした資産又は資産グループの営業損
益が継続してマイナスとなった場合及び、継続してマイナスとなる見込みとなる場合や
固定資産の時価が著しく下落した場合等に減損の兆候があるものとしております。
固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グ
ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。その際の回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定しております。
減損の兆候、認識の判定及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や
市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、追加
の減損処理が必要となる可能性があります。

（3）繰延税金資産の回収可能性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　25,000千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　金額の算定方法は、連結注記表「3. 会計上の見積りに関する注記(1) 繰延税金資産の回
収可能性」の内容と同一であります。

（4）ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の資産計上の妥当性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

ソフトウエア　　　　339,652千円
ソフトウエア仮勘定　  37,798千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
金額の算定方法は、連結注記表「3. 会計上の見積りに関する注記(2) ソフトウエア及びソ
フトウエア仮勘定の資産計上の妥当性」の内容と同一であります。
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①　短期金銭債権 265,716千円
②　長期金銭債権 27,861千円
③　短期金銭債務 28,178千円

金銭債権 48,367千円

売上高 33,534千円
外注費 21,238千円
営業取引以外の取引高 16,978千円

3. 貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権債務

（2） 取締役に対する金銭債権及び金銭債務の総額

4. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

（2）関係会社株式評価損8,499千円は、連結子会社である株式会社ジクウの株式に係る評
価損であります。

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び数

　普通株式　254株
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繰延税金資産
賞与引当金 13,628 千円
繰越欠損金 178,548 〃
減価償却超過額 8,320 〃
その他 12,217 〃

繰延税金資産小計 212,714 千円
評価性引当額 187,714 〃

繰延税金資産合計 25,000 千円
繰延税金負債合計 － 千円
繰延税金資産の純額 25,000 千円

6. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称 所在地
議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 想 能 信 息 科 技
（上海）有限公司

中国
上海

（所有）
直接

100.00

ソフトウエア開発
の外注
債務保証
役員の兼任　1名

設立費用立替 － 長期立替金 5,986

ソフトウエア
開発の外注
（注）1

80,594 未払金 27,067

子会社 株式会社ジクウ 東京都
港区

（所有）
直接

85.00

メタバース型バーチ
ャルイベントサービ
スの開発、販売等
役員の兼任　1名

人件費、経費
等の立替 － 立替金 109,524

バーチャルイ
ベントの販売 2,375 売掛金 36,596

資金の貸付
（注）３ 90,000

短期貸付金 93,125

長期貸付金 21,875

経営指導料 14,000 未収入金 24,607

バーチャルイ
ベントの開発 11,894 未払金 －

債務保証
（注）4 79,696 － －

子会社 後藤ブランド株式会
社

東京都
港区

（所有）
直接

100.00

広告サービス並びに
Web広告に関する
コンサルティングサ

ービスの提供
役員の兼任　2名

広告サービス
運用の販売 17,481 売掛金 1,497

広告サービス
の委託費 4,434 未払金 1,055

経営指導料 2,400 未収入金 220

7. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．ソフトウエア開発の外注については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。

２．銀行からの借入に対して、債務保証を行ったものであります。
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種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

役員 中村　健一郎 被所有
直接20.92％ 当社代表取締役

資金の貸付 40,000 役員短期
貸付金 31,000

資金の借入 70,000 － －

役員 永島　毅一郎 被所有
直接9.93% 当社取締役

資金の貸付 17,367 役員短期
貸付金 17,367

資金の借入 30,000 － －

（1）１株当たり純資産額 41円03銭
（2）１株当たり当期純損失金額 △150円51銭

　　なお、保証料は受け取っておりません。
３．資金の貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しており、期末残高を記載しており
ます。
４．当該債務保証はジクウが連帯する外部からの借入に対して受け持っているものです。

(2) 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付及び資金の借入にかかる利率については市場金利等を勘案して合理的に決定

しております。また、期末残高には、役員短期貸付金として記載しております。

8. １株当たり情報に関する注記

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、 １株当た
り当期純損失であるため、記載しておりません。

9.　収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための情報について、連結注記表「収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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